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イベント概要 

 

[企業名]  ライオン株式会社 

 

[企業 ID]  4912 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2026 年 12 月期 第 2 四半期(中間期) 決算説明会 

 

[決算期]  2026 年度 第 2 四半期 

 

[日程]   2026 年 8 月 7 日 

 

[ページ数]  31 

 

[時間]   17:00 – 18:12 

（合計：72 分、登壇：27 分、質疑応答：45 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  5 名 

代表取締役 兼 社長執行役員 最高経営責任者 

      竹森 征之（以下、竹森） 

代表取締役 兼 副社長執行役員  福田 健吾（以下、福田） 
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代表取締役 兼 副社長執行役員  鈴木 均 （以下、鈴木） 

執行役員 経理部、コーポレートサポート部担当、経理部長 

      竹生 昭彦（以下、竹生） 

執行役員 経営企画部、広報部担当、経営企画部長 

兼 海外ビジネスユニットグループ戦略連携担当部長 

      新井 将英（以下、新井） 
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登壇 

 

司会：本日はお忙しい中、ライオン株式会社 2026 年度 第 2 四半期決算説明会にご参加いただきま

して、誠にありがとうございます。はじめに弊社の出席者をご紹介させていただきます。社長の竹

森でございます。 

竹森：どうぞよろしくお願いします。 

司会：副社長の福田でございます。副社長の鈴木でございます。経理部長の竹生でございます。経

営企画部長の新井でございます。 

これより、2026 年 12 月期第 2 四半期決算説明資料に基づき、竹森よりご説明した後、質疑応答

に移らせていただきます。会議全体の時間は 1 時間を予定しております。それでは早速、説明に入

らせていただきます。竹森社長、よろしくお願いいたします。 

竹森：皆様、こんにちは。社長の竹森でございます。お忙しい中、本当にありがとうございます。

さて、先立ちまして、先日発生いたしました令和 8 年熊本地震によりお亡くなりになられた方々の

ご冥福をお祈り申し上げますとともに、被災された皆様に心よりお見舞いを申し上げます。私ども

ライオングループでは、被災をされた地域の皆様に対し、支援物資などの提供を既に開始をしてお

ります。1 日も早い復旧、復興を心よりお祈りを申し上げます。 
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それでは、説明に入らせていただきます。 

当第 2 四半期は、中東情勢の影響で事業の環境の不透明さが増す中、売上・利益とも年初の公表を

上回ることができました。本日はその背景に加え、下期以降どのように成長を実現していくのかに

ついて、ご説明いたします。 
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まず、本日のハイライトです。 

上期は公表を達成し、2nd STAGE で掲げています「収益力の強靱化」に向けて、順調な進捗を確

認できております。 

国内では、最重点事業であるオーラルヘルスケアがトップライン成長を牽引するとともに、高付加

価値商品の育成、ブランド強化への投資が利益の面でも成果として表れています。 

海外は、高収益事業を展開しているベトナムのメラップライオン、オーストラリアの PNB の 2 社

の新規連結効果に加え、主要国が回復基調となりました。 

事業利益は、前年同期比 20%を超える増益となりました。これは事業ポートフォリオ改革、高付

加価値化、そして海外で進めてきた収益性重視のマネジメントが着実に成果へ結びついている証左

であるととらえています。 

下期以降、中東情勢を背景としたさまざまなコストの上昇が上期以上に顕在化します。この外部環

境の変化に対しては、あらゆる施策を組み合わせてオフセットし、通期での年初業績目標の達成を

目指してまいります。 
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本日はこちらの 4 つのテーマに沿ってご説明いたします。 
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はじめに連結業績です。 
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当第 2 四半期は、売上高、前年同期比 8.7%の増収、事業利益は 21.3%の増益となりました。 

また、主要 KPI に掲げる EBITDA マージンも 11.8%と、前年同期から 1.1 ポイント向上、収益性も

着実に改善しています。 

  



 
 

 

 

 

 
9 

 

 

続いて、事業利益の対前年 27 億円の増益要因の内訳をご説明します。 

このスライドでお伝えしたいことは、大きく二つございます。 

まず一つ目、全体として利益成長の源泉が、高付加価値の進展による粗利要因であるということで

す。 

二つ目、各要素の下に括弧[  ]で 4-6 月の増減額をお示ししておりますが、その粗利の増加が 4-6

月に加速しているという点です。モメンタムがより良くなっています。 

一方、上期においても、中東情勢の影響として原材料高騰影響がマイナス 10 億円発現しました

が、オフセットしています。競争費用については、国内のオーラルヘルスケア、海外事業を中心

に、伸ばすべき分野への投資は継続しており、かつ、粗利のリターンがしっかり取れていることか

ら、健全に高収益化を進めることができているととらえています。 

なお、一番左の増収効果プラス 97 億、一番右のその他費用の増加マイナス 53 億が例年に比べて

大きく出ておりますが、こちらは新規連結化にともなう損益計上分が含まれています。 
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セグメントの業績です。 

一般用消費財、海外事業ともに、増収増益となっております。 

赤枠内をご覧ください。一般用消費財は、高付加価値品の重点育成により売上はプラス 1.6%、収

益構造改革の施策効果もあり、利益率は 0.4 ポイント改善しています。 

海外事業では、新規連結効果に加え、既存国の回復、また利益重視のマネジメントを推進した結

果、売上・利益ともに大きく伸長しました。 
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次に、一般用消費財について、ブレイクダウンしてご説明します。 

オーラルヘルスケアでは、ハミガキ・ハブラシで主力ブランドが伸長したことに加え、4 月にリニ

ューアルした「システマ」の高価格ラインハミガキが好調に推移した結果、9.6%と高い成長を継

続することができました。 

ビューティケアは、前半苦戦をしたボディソープで、高付加価値品を中心とするリニューアル効果

が発現しています。 

ホームケアは、トップラインは前年を下回っていますが、収益性に重きを置き、ブランド価値の向

上に努めております。競争激化の影響を受けた柔軟剤などでは下期に商品のアクションを予定して

おり、詳細はこの後ご説明いたします。 

このように、カテゴリーごとに状況は異なるものの、全体としてはブランド譲渡影響を除き、プラ

ス 2.9%としっかりと伸ばすことができています。 
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続いて、海外のエリア別の状況です。 

東南・南アジア/オセアニアでは、新規連結効果だけではなく、マレーシアの好調が売上・利益と

もに牽引しています。 

北東アジアは、中国の回復に加え、韓国の好調により、こちらも実質で増収増益となりました。 
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海外主要 4 ヵ国の状況です。 

いずれの国においても、売上のモメンタムは改善しております。 

各国のコメント欄に記載している 1-3 月から 4-6 月の実質売上の増減をご覧ください。 

タイは、輸出の減少や国内消費の低迷など、構造的な厳しい状況が続いていますが、事業の構造転

換を図るべく、オーラルヘルスケアの施策強化等を進め、その成果が表れており、国全体の減収幅

も縮小しています。 

マレーシアは、トップラインが好調に推移していることに加え、洗濯用洗剤の価格政策により、収

益性も大幅に改善しています。 

第 1 四半期中に流通在庫の適正化を完了した中国では、4 月以降増収に転じ、1-3 月のマイナス

26%から 4-6 月ではプラス 14%と、改善・回復の傾向が見えてきています。 

また、韓国におきましても、高収益事業を中心に増収となりました。 
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次に、上期の状況を踏まえた通期の連結業績予想についてご説明いたします。 
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結論から申し上げます。年初に公表した業績予想は変更いたしません。 

下期は、中東情勢の影響により、上期以上に厳しい経営環境を想定しておりますが、上期の順調な

進捗や、重点施策の効果を踏まえると、その影響を打ち返すことは十分に可能であると判断してい

ます。併せて、2nd STAGE で掲げております「収益力の強靱化」施策も着実に進めてまいりま

す。 

今回の業績予想は、単なる据え置きではありません。外部環境の変化を織り込みながらも、当初目

標の達成を目指すという経営の意志を示したものであり、そのための体力は十分についてきている

とご理解いただければと思います。 
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株主還元につきましても、引き続き 11 期連続での増配を目指してまいります。 
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こちらは、中東情勢への対応に関するキースライドの一つです。 

今後本格化をする原材料価格影響、それに対する打ち返し策等、事業利益の増減要因の見直しを行

いました。表左の年初想定に対し、見直し後の内訳、その変化額をお示ししており、合計額は変わ

っていません。 

最も大きな変化である原材料価格の影響は、年初想定のマイナス 10 億円からマイナス 70 億円

と、マイナス幅が 60 億円拡大しています。そのうちマイナス 10 億円は既に上期に発現してお

り、残りのマイナス 50 億円が下期に発現する見込みです。 

これに対し、追加の値上げやコストダウンで粗利を積み上げるとともに、競争費用を含む販管費の

効率化も進めることでキャンセルを目指してまいります。 

なお、変化額には為替の影響も含んでおります。 

今、申し上げたことは簡単ではありませんが、これまで進めてきた収益構造改革の成果があるから

こそ、外部環境に柔軟に機動的に対応できる体質に変化できていると考えています。 
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続いて、下期以降の中東情勢に対する打ち返し策について、具体的にご説明します。 

先ほど申し上げましたとおり、下期の原材料価格の影響は約 50 億円を見込んでいます。調達のタ

イムラグ等を踏まえると、右側のグラフイメージにお示ししたとおり、業績へのインパクトは第 3

四半期に最も大きくなると想定をしています。これに対し、粗利、販管費の両面からアプローチい

たします。 

粗利については、国内外で適切な価格転嫁を進めるとともに、高付加価値品の育成によるミックス

改善など、複数の施策を同時に進めます。国内では、10 月以降の出荷分から幅広い品目で価格改

定を予定しており、海外でも、市場ポジションの高いカテゴリーを中心に順次価格転嫁を進めてい

ます。加えて、追加のコストダウン等により、影響額の 8 割程度を粗利で打ち返したいと考えてい

ます。もちろん、市場環境、競争状況を踏まえながら慎重に進めますが、ブランド価値に見合った

適正な価格を実現することは、中長期的な収益基盤の強化にもつながると考えております。 

残りは販管費の効率化で対処してまいります。よりマージンの取れる分野・品目に販促施策・宣伝

投資をシフトするなど、メリハリのある資源配分、コストマネジメントの強化を進めます。 

ここで申し上げたいのは、単なるコスト削減だけでは、持続的な成長は実現できないということで

す。将来の利益につながる投資は継続し、一方で効率化を徹底する。そのバランスを取りながら、

中東情勢の影響をオフセットしてまいります。 
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ここからは、年初に掲げた方針に基づき、足元で進めている重点施策についてご説明します。 

  



 
 

 

 

 

 
20 

 

 

改めて、上期の成果です。 

重点テーマに掲げたとおり、高収益な事業ポートフォリオへの転換は、着実に進んでいます。 

最重点事業のオーラルヘルスケアでは、グループ全体で 10%を超える成長を実現できています。

海外では、パーソナルケア分野へのシフトが進んでいます。また、ベトナム、オーストラリアの連

結化が、粗利率・事業利益率改善に大きく貢献しています。 

これらの成果には、バリューチェーンが一体となったビジネスユニット制への移行、権限移譲とい

ったマネジメントプロセスの変革によって、意思決定と実行のスピードが高まってきた効果が徐々

に表れているととらえています。 

下期もこの良い流れを受け、重点施策をしっかりと実行していきます。 
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各事業の状況について、詳細にご説明します。 

まず、日本のオーラルヘルスケア事業です。 

上期の最も大きな成果は、成長が続く 1,000 円を上回る高価格帯ハミガキで、市場を上回る成長を

実現したことです。 

左のグラフをご覧ください。黄色の線、1,000 円以上の高価格帯全体も高い成長を続けております

が、緑色の線、当社の高価格帯はそれを上回り、上期前年比 131%と大きく伸長しています。4 月

に発売した「システマ」の高価格ラインも、4-6 月で前年比 1.4 倍と好調に推移しています。 

下期には、右にありますとおり、「デントヘルス」ブランドの単価 1,500 円前後のレギュラーライ

ンを大幅に改良します。併せて、昨年下期に発売した当社最高価格帯の育成も継続します。 

歯周病予防は、今後も拡大が見込まれるサブカテゴリーです。当社はリーディングカンパニーとし

て、機能価値をさらに高めながらブランドの裾野を広げ、高価格帯を牽引します。これによって、

売上・利益のさらなる拡大を図ってまいります。 
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海外のオーラルヘルスケアでは、画一的な施策ではなく、国・地域それぞれの市場特性に応じた戦

略を進めています。 

中国では、市場が伸長する高価格帯への製品の投入、成長が続く重点チャネルの強化を進めていま

す。 

タイでは、国内消費全体が弱含む中でも、ハミガキ市場は安定的に成長しています。ブランドイメ

ージの刷新による顧客層の拡大、そしてブランドごとのターゲットを見定めたうえで、未配荷エリ

アへの配荷拡大を進めています。 

マレーシアでは、市場において汎用価格帯を含め単価の上昇が続く中、主力ブランドの付加価値化

を行いました。 

アジア全体でも、オーラルヘルスケア市場は成長し、特に単価の上昇が続いています。引き続き、

市場を上回る成長を実現すべく、施策を一層強化してまいります。 
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中国、タイについて補足させていただきます。 

まず、中国です。第 1 四半期では、流通在庫の適正化によりマイナス成長となりましたが、第 2 四

半期には主力ブランドでの最高価格帯の新製品投入、ブランド横断型のマーケティング展開によ

り、4-6 月ではプラス 15%と売上が回復、収益性の向上にもつなげることができています。 

下期はこのプロモーション効果を活かし、高付加価値品のプレゼンスの向上を目指すとともに、上

期好調だった新興 EC との取組みの強化や、重点管理販売店への配荷を前期末比で約 2 倍に拡大さ

せるなど、モメンタムの維持に努めます。 

消費環境の厳しさは続く想定ですが、中長期的なブランド価値向上に取り組み、利益ある成長を果

たしてまいります。 
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タイでは、構造的な課題はあるものの、「SALZ」のリブランディング、「システマ」の配荷拡大

など、昨年から取り組んできた施策の効果が徐々に売上に表れ始めています。 

売上成長率は、1-3 月のプラス 4%から、4-6 月ではプラス 10%へ伸長しました。左下のグラフに

お示ししている「システマ」の売上も、月を追うごとに上昇しています。 

中国同様、上期の成果を土台に、下期は課題である若年層へのブランド浸透、配荷の拡大をさらに

進めてまいります。 
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続いて、チャレンジ事業に位置づけているビューティケア、薬品事業です。 

ベトナムとオーストラリアでは、それぞれ連結後のシナジー効果の発現に向けた取組みが具現化し

ています。 

ベトナムでは、薬品事業の安定成長に加え、グループの販売網を活用したパーソナルケア事業の拡

大を進めています。 

オーストラリアの Sukin 事業に関しては、順調に進捗しており、今後は日本を含むアジア展開に注

力いたします。先日発表した Sukin Japan の設立は、その第一歩となります。高いブランド価値を

活かし、収益性を担保しながら、しっかりと事業を育成してまいります。 
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続いて、ホームケアです。 

国内では、事業ポートフォリオ戦略に沿った製品のアクションを着実に実行し、高付加価値製品の

育成を進めています。 

お客様のニーズが多様化する中、マス向けに価格で勝負するのではなく、テストマーケティングも

活用しながら、新たなニーズに応える、新しい習慣を提案することで、差別性のある独自価値を生

み出す製品アクションを継続しています。 

上期にテストマーケティングで発売した「洗濯槽の防カビボール」は、計画比約 3 倍となっていま

す。 

下期には、柔軟剤、台所用洗剤においても、独自価値のあるラインナップを強化します。 

こうした取組みを重ねることで、原材料価格が高騰する中でも収益性の向上につなげてまいりま

す。 
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最後に、「Vision2030 2nd STAGE」の進捗をご説明いたします。 
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当社は、中長期的にオーラルヘルスケアを中核としながら、ヘルスケアニーズを起点とした継続的

な価値創出を目指しています。 

その実現に向け、2nd STAGE では改めて「収益力の強靱化」を明確なテーマに据えています。こ

こで重視しているのは、短期的な業績だけを追うのではなく、収益性と資本効率をともなった成長

へ軸足を移すことです。今回のように環境が変化しても利益を創出できる企業体質への転換を進め

ており、事業ポートフォリオの変革も手応えを感じています。 

まず、左側のオーラルヘルスケアの成長加速です。国内では、収益性をともなった高い成長が進ん

でいます。タイ・マレーシアでは、経営資源配分の見直しを通じ、成長余地の大きい市場での事業

基盤の再構築が進んでいます。一方、中国では、外部環境変化の影響を受け、当初想定との乖離が

生じています。これは一過性の問題ではなく、勝てる領域に経営資源を再配分していく局面に入っ

たのだととらえています。 

今後は、各国・地域で当社の強みが発揮できるサブカテゴリーを明確化し、戦略をさらに研ぎ澄ま

せます。併せて、セルフケア製品とサービスの好循環を創出することで、プロダクトの販売にとど

まらない収益機会の拡張につなげてまいります。 

次に右側、海外成長施策の強化です。海外では、シナジー創出に向けた取組みも進展しています。

主要国では地政学の影響もあり、トップラインに一部課題が生じておりますが、収益を重視した迅
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速かつ柔軟なマネジメントができていることが重要と考えます。今後も、収益性を重視した成長へ

の転換、地域ポートフォリオの最適化をさらに進めます。 

また、今年から新たな輸出先を探索する部門を新設しており、未展開国における新規開拓を進める

ことで、将来の成長オプションを広げながら、海外成長の施策を加速させてまいります。 
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本日の内容をまとめます。 

上期は、オーラルヘルスケアを中心とする高収益事業の成長が牽引し、収益構造の変化が着実に表

れた半期となりました。特に海外においては、売上成長のモメンタムが回復しました。 

一方、下期は、中東情勢をはじめとして、引き続き不透明な経営環境を想定しております。しかし

ながら、私どもはこうした局面を守りに入る局面ととらえていません。むしろ、高付加価値化、海

外事業の収益性向上、新たな成長事業の育成を加速し、外部環境に左右されない収益基盤を構築す

る機会ととらえております。 

グループ一体で構造改革を一段と強化し、年初公表計画の達成を目指すとともに、2nd STAGE 最

終年度に向けて、事業ポートフォリオ戦略の先鋭化をさらに進めてまいります。 

ライオンはこれからも「利益ある成長」を着実に積み重ねていくことで、皆様のご期待に応えてま

いります。引き続き、ご支援、ご理解を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

私からの説明は以上となります。ご清聴いただき誠にありがとうございました。 
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